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2019年税法改正案 － 法人税

1. 持株会社の現物出資時における譲渡益の課税特例方式の変更 

（租税特例制限法 §38の2）

□ 改正前

法人又は個人株主が持株会社の設立・転換のために保有している株式を持株会社に現物出資する場合

には、現物出資対象株式の譲渡益に対する法人税及び譲渡所得税の課税が繰り延べられる。

この場合、課税が繰り延べられた税金は、法人又は個人株主が現物出資の対価として受け取った持株会

社の株式を「処分する時点」で課税される。

□ 改正内容

改正前の規定は、法人又は個人株主に課税されるべき税金を事実上、無期限に繰り延べることと何ら変わ

りがないという批判を受け、法人又は個人株主が持株会社の設立・転換のために保有している株式を持株

会社に現物出資する場合、関連の税金は「4年据置、3年分割納付」するよう改正された。

□ 改正の効果

構造調整に関する他の税制特恵規定と異なり、租税特例制限法第38条の2に基づく構造調整の際には、

事実上、現物出資対象株式の未実現利益が課税される効果が生じるため、今後同規定を利用した構造調

整は行われにくくなることが予想される。

□ 適用時期

2021年12月31日以前に出資する分については改正前の規定が適用され、改正後の規定は 2022年1月1

日以降に出資する分から適用される。
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2. 業務用乗用車に関する課税制度の合理化

(1) 運行記録簿作成義務の緩和（法人税法施行令 §50の2 ⑦）

□ 改正前

業務用乗用車関連の費用のうち、年間1,000万ウォン以下は運行記録簿を作成しなくても全額損金とし

て認められる。

□ 改正内容

運行記録簿の作成なしに損金として認められる業務用乗用車関連の費用の範囲を年間1,500万ウォン

に上方修正。

□ 改正の効果

高価な車両でないにもかかわらず、運行記録簿を作成しない場合、一定の金額が損金不算入となる負

担が存在したが、かかる負担の緩和が期待される。

□ 適用時期

2020年1月1日以降に開始される事業年度・課税期間分から適用。

(2) 研究開発用の車両は業務用乗用車から除外（法人税法 §27の2 ①）

□ 改正内容

研究開発目的で使用する乗用車（自律走行自動車）は、業務用の乗用車に関する損金不算入の特例

が適用されない。

□ 改正の効果

自律走行自動車関連の研究を行う多くの部品メーカーで生じた実務上の問題（研究開発目的の車両

に対する業務用乗用車の申告義務）を解決。

□ 適用時期

2020年1月1日以降に開始される事業年度・課税期間分から適用。

3. 繰り越された寄付金を先に控除（法人税法 §24）

□ 改正前

当該事業年度に支出した寄付金を優先的に控除し、残りの寄付金控除限度内で繰り越された寄付金を控

除。



□ 改正内容

繰り越された寄付金を優先的に控除し、残りの寄付金控除限度内で当該事業年度に支出した寄付金を控

除。

□ 改正の効果

繰越期間（10年）内における安定した寄付金控除が可能となる。

□ 適用時期

2020年1月1日以降の課税標準申告分から適用。

4. 国庫補助金は期限の過ぎた欠損金に引当不可（法人税法 §18）

□ 改正内容

無償で受け取った資産の価額（資産受贈益）から、支払われた国庫補助金は除くこととするただし書を追

加。

□ 改正の効果

国庫補助金の益金不算入の効果と繰越欠損金に引き当てる効果が二重に適用される実務上の問題の解

消が期待される。

□ 適用時期

2020年1月1日以降に開始される事業年度・課税期間分から適用。

5. リースの会計基準変更にもかかわらず従前の税務処理を維持 

（法人税法施行令 §24 ⑤）

□ 改正前

リース資産に対する減価償却費については、企業会計基準に基づきファイナンスリースとオペレーティング

リースを区分し、税務処理もこれを準用。

□ 改正内容

K-IFRSのリース会計基準が変更（オペレーティングリースについてもファイナンスリースと同様の会計処理

とするよう規定）されたが、これとは関係なく従前の減価償却方式を維持（ファイナンスリースはリース利用者

の減価償却資産、オペレーティングリースはリース会社の減価償却資産）。



□ 改正の効果

企業の会計基準の変更により、法人税申告時に発生し得る混乱を事前に防ぐ効果があるとみられる。

6. 役員の退職金に対する所得税負担増が予想（所得税法 §22 ③）

□ 改正前

役員の場合、2012年以降の退職所得分について、｢退職前の3年間の平均給与 × 10分の1 × 2012年以

後の勤続年数 × 支給倍数（3倍）｣を超える退職所得は勤労所得として課税。

□ 改正内容

適用される支給倍数を 3倍 → 2倍に調整。

□ 改正の効果

2020年1月1日以降に退職する役員から税負担が増加する効果が発生。

□ 適用時期

2020年1月1日以降に退職して支払われる所得分から適用。

7. 生産性向上施設の投資税額控除を拡大適用

(1) 生産性向上施設の投資税額控除率を一時上方修正（租税特例制限法 §25）

□ 改正前

控除率 : 大企業 1％、中堅企業 3％、中小企業 7％。

□ 改正内容

控除率 : 大企業 2％、中堅企業 5％、中小企業 10％（施行日以降1年間に限り上方修正）。

□ 改正の効果

短期的な投資誘致が高まり、企業の投資を誘発する効果が期待される。

□ 適用時期

2020年1月1日以降の投資分から適用。



(2) 生産性向上施設の投資税額控除対象の調整及び適用期限の延長 

（租税特例制限法 §25、租税特例制限法施行規則 別表2）

□ 改正前

医薬品の品質管理が改善された施設に対して投資した場合、大企業 1％、中堅企業 3％、中小企業 

6％の税額控除を適用（2019年12月31日まで）。

□ 改正内容

医薬品の品質管理改善施設に対する投資の税額控除は適用期限が終了となり、｢医薬品製造先端設

備｣と｢物流産業先端設備｣は生産性向上施設の投資税額控除対象として新たに規定。生産性向上施

設の投資税額控除適用期限を2021年12月31日まで延長。

□ 改正の効果

先端施設に対する投資促進の効果が期待される。

□ 適用時期

2020年1月1日以降の投資分から適用。

8. 研究開発税額控除の拡大適用

(1) 新成長・要素技術を研究開発費用の税額控除等に拡大（租税特例制限法 §144 ①、租

税特例制限法施行令 別表7、租税特例制限法施行規則 §7）

□ 改正内容

（控除対象の拡大）システム半導体設計・製造技術、バイオベター臨床試験の技術を含む。

（委託研究開発費用認定機関の拡大）内国法人が直接・間接的に主導する研究開発を主業とする外

国企業に対する委託研究開発費用も税額控除が可能。

（繰越期間の拡大）新成長動力・要素技術の研究開発費用は「5年」 → ｢10年｣間繰越可能。

□ 改正の効果

新成長動力・要素技術に対する費用支出の増加が見込まれ、特にこれまで制限的だった海外現地法

人による研究開発の活性化が予想される。

□ 適用時期

2020年1月1日以降に開始される課税年度分から適用。



(2) 委託共同研究開発費用の税額控除の範囲拡大（租税特例制限法 §9 ②）

□ 改正前

サービスの研究開発については自社の研究開発費用のみ税額控除対象に含まれたが、科学技術分

野の研究開発費用は委託・共同研究費も税額控除の適用対象。

□ 改正内容

サービスの研究開発における委託・共同研究費も税額控除対象として認められる。（科学技術と融合し

たサービスの研究開発に限り適用）

□ 改正の効果

科学技術とサービスが融合した研究開発の費用については、税額控除の可否が不透明だった実務上

の問題が解消され、サービス分野における研究開発の活性化が期待される。

□ 適用時期

2020年1月1日以降に開始される課税年度分から適用。
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